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国土交通省砂防部長よりご挨拶 

 
令和 7 年度がスタートしました。（一社）全国治水砂防協会の会員の皆様方におかれましては、新たな

年度を迎えられ、益々御清栄の事とお慶び申し上げます。 
 
昨年を振り返りますと、１年間（年度ではなく暦年）で 1,433 件の土砂災害が発生しております。こ

れは、平成 26 年から令和 5 年までの直近 10 年間の年平均発生件数が 1,499 件である事かすると、平年

並みという数字です。ただ、その内訳をみますと、約半数の 702 件が石川県（主に能登地方）に集中し

ています。石川県能登地方では、令和 6 年元日の最大震度 7 の大地震に引き続き、同年 9 月 21 日から

は大雨特別警報も発表された記録的な豪雨にも見舞われました。この、極めて規模の大きい地震と豪雨

が同じ年の内に発生するというまさに「複合災害」が、このような石川県における土砂災害の集中をも

たらしたものです。 
 
令和 7 年に入ってからも、まだ直接的な土砂災害には繋がっていないものの、今後のために注視すべ

きいくつかの大きな災害、あるいは被害の想定等が相次いでなされました。 
まず、1 月 28 日に埼玉県八潮市で発生した、下水管の老朽化による道路の大規模な陥没事故により、

過去に整備したインフラの適切な維持管理がいかに大切かという事を改めて認識させられました。また

2 月末から岩手県大船渡市、また 3 月に入ってからも愛媛県今治市、岡山県岡山市から玉野市にかけて、

宮崎市において、大規模な山林火災が発生しました。山林火災が発生した後は、火山噴火後の火山灰に

覆われた状況と同じように、雨水の地面への浸透が妨げられ、土砂流出の可能性が高まる事が経験的に

知られています。さらに火山噴火そのものについても霧島山の新燃岳（宮崎県・鹿児島県）の噴火警戒

レベルが 3 月 30 日には 2 から 3 へ引き上げられています。併せて災害の想定につきましては、3 月 21
日には富士山が噴火した場合の火山灰対策について、また 3 月 31 日には南海トラフ地震による被害想

定も内閣府より相次いで発表されました。 
 
このように、土砂災害に繋がるような様々な災害の発生が懸念される中で、その対策を行うための令

和 7 年度予算が、3 月 31 日に国会で成立されました。またこれに先立ち、令和 6 年 12 月 17 日には令

和 6 年度補正予算も成立しており、これらを合わせて、いわゆる 15 ヶ月予算として切れ目ない対応を

図る事としております。さらに、4 月 1 日には、第 22 回国土強靭化推進本部において、国土強靭化中期

計画に盛り込む予算を、今後 5 年間で概ね 20 兆円強程度とすることも発表がなされました。これによ

り、中長期的で計画的な対策を、さらに加速化できるものと期待しております。なお、令和 6 年の能登

半島地震災害を教訓に、令和 7 年からは二つの新規施策をスタートさせました。一つは上下水道の重要

施設を土砂災害から保全するための補助事業（既存事業の改変で対応）と、もう一つは大規模な地すべ

り対策事業について予算を集中投資できる制度の創設です。 
 
以上のように、令和 7 年度も様々な土砂災害が懸念されるところではありますが、事前の準備を十分

に行いつつ、会員の皆様方にとって充実した１年になります事を心より祈念申し上げ、ご挨拶とさせて

頂きます。 
 

                   令和 7 年 4 月 国土交通省砂防部長 草野愼一 
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（一社）全国治水砂防協会理事長 挨拶 

  
会員の皆様へ 
 
新たな年度が始まりました。東京では八重桜が満開を迎え、春らしい陽気に包まれた季節とな

ってまいりました。皆様におかれましてはお変わりなくお過ごしのことと存じます。 
 
さて、今年度予算は、3 月 31 日に国会で成立し、砂防関係予算も確保されました。昨年 12 月

に成立した補正予算と合わせて事業が切れ目なく着実に実施されていくことと思います。日本

を取り巻く自然環境は、気候変動による豪雨の増加、山林火災による被害の増大、さらには活発

な地震活動など土砂災害を起こしやすい状況になっております。昨年の能登半島のように、大地

震からわずか 8 ヶ月後に記録的豪雨に見舞われ、いわゆる「複合災害」が生じるなど、今までに

あまり見られないような災害が起こる可能性も高まっています。災害は発生してから対策をす

るよりも、事前に対策をした方が費用も少なくすみ、被害も減少します。この事前防災を着実に

実施していくことが一番効率の良い防災対策です。限られた予算をより効率的に使うために、ま

ちづくりと連携し、投資箇所に優先度をつけ、事前防災を目指した事業展開が望まれます。皆様

の地域の今年度の砂防事業が進捗することを祈念いたしております。 
 
少し話は変わりますが、国土交通省調べでは昨年の土砂災害発生件数は 1,433 件です。この

ように土砂災害の多いわが国ですが、近年、困った問題が生じています。それは大学で砂防を研

究する講座・研究室・分野が減少傾向にあり、同時に次代を担う若手研究者が減りつつあるとい

う事実です。大学は研究機関であると共に教育機関でもあります。講座等が無くなれば大学から

の人材供給も止まります。砂防人材が供給されなければ、近い将来、土砂災害対策に支障をきた

すのは明らかです。大学経営は厳しく、競争も激しいようで、外部資金が集まりやすい最先端の

分野は良いのですが、基礎研究を行っている地味な研究は、講座等も減っていき、研究者が集ま

らなくなる傾向にあります。これはわが国の将来に関わる大きな問題ですが、砂防分野も残念な

がら例外ではありません。そこで、今年度から、当協会では公益社団法人砂防学会と協力して、

大学院で博士号の学位取得を目指す方等に 3 年間に限り奨学金を給付し、研究環境を整える制

度を新たに創設いたしました。基礎研究こそが砂防事業を支えています。この制度が 1 日も早

く成果を上げてくれることを祈らずにはいられません。 
 
末筆になりますが、この新年度が皆様にとって素晴らしい年でありますように心からお祈り

申しあげます。 
 

令和 7 年 4 月 18 日 
一般社団法人 全国治水砂防協会 

理事長  大野 宏之 
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